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まとめにかえて

はじめに

本稿の課題は， 1990年代に人って著しい経済発

展をみせる，中国沿海地域の工業化されつつある

農村における労働者の調達について， とりわけこ

の地域に急激なスピードで流人しつつある地域外

出身旧 l)の農村労働者（いわゆる 1外地エj ーー出

稼き労働者一ー）を対象に，その厠ffl，就業，生活

状況， さらには現地における戸籍管理などの実態

を事例調査の成果を用いて分析することにある。

周知0)ように，現在中国では改革・開放政策の

もと急速な経済発展が続いているが，こうした動

向は同時に，経済発展が相対的に緩慢な内陸地域

と＇経済発展が著しい沿洵地域との経済格差を急、

速に増大させている hi2）。このような地域間経済

格差は必然的に当該地域間の住民の所得格差に帰

結し，大規模な労働力流動を引き起こす基本的な

要因が造成されつつある。しかし，しだいに形骸

化しつつあるとはいえ(li3)，中国には固有の社会

制度ともいえる戸籍制度(「Ji「l制度」）がいまな

お根強く存在しており，北東rli．上海市などの大

都I"tiへの流人にはいまださよさな規制が存在して
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いる旧4）。こうした状況下では流動化しつつある

内陸部の農村労働力の多くは，経済的に急速に発

展をとげつつあり，しかも大都市よりも流入が相

対的に容易である沿海農村地域への移動を選択す

る場合も少なくないと考えられる旧 5）。したがっ

て，こうした経済的・制度的諸条件のなかで，実

態として出稼ぎ労働者が沿海農村においてどのよ

うな就業状況にあるのか，また雇用者側の鎮レベ

ル人民政府，村民委員会はどのような労務管理政

策をとっているのか，などについて明らかにする

ことは，現段階の中国の労働力流動全般および農

村地域の就業構造を明らかにするうえで，欠かせ

ない作業のひとつといえるだろう。

こうした基本的な問題、意識のもとて，筆者は主

に沿海地域の江蘇省・広東省において1988年前後

から継続的に調査を実施してきたが(it6)，本稿で

はこれらの一連の調杏の延長線上に，江蘇省南部

地域（いわゆる「蘇南」地域）の無錫県H鎮におい

て付i7), 93年3月下旬に実施した現地調在結果に

もとづいて分析を行なった。今回この鎮で調査を

実施した即由は， 1988年にも出稼ぎ労働者にたい

して調査を実施し， 93年との比較が容易であるこ

と，また，継続的に郷鎮企業等にかんする調査を

行なっているため，鎮全体の経済動向，社会動向

などにかんする把握が比較的容易であること旧8),

さらに，この 5年間の地元鎮人民政府および村民

委員会の出稼ぎ労働者への対応などが継続的に把

押できること，である。

『アジア経済』 XXXV1 (1994.1) 



Ⅰ　調査の概要
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また，惰者を含む研究チームは，中国南部の広

東省深訓市近郊においても出稼ぎ労働者にたいす

るアンケート調査を実施しているか(t19)．本稿に

おいて華東地域に位囮する江蘇省無錫県の事例を

分析することにより両者の比較も可能となるもの

と考えられる (iHOl0

(itl) 本稿て地域外出身者としている 0)は無錫県外

出身者を指すc

（注2) 内陸地域開発の現状と問題、点については，拙

稿「内陸農業開発の方向 1（丸lll伸郎編『長u：流域の経済

発展ー――中国の市場経済化と地域開発ー 』アジアの経

済圏シリース］II アシア経済研究所 1993年）参照。

（注 3) たとえば， 1992年から開始された食料統制0)

緩和9こより，都市仕民用「平価」（市場価格より安価な配

給価格）での供給は廃止されつつある。これによって価

格ぱ高くなったとはいえ自由に市場で購人てきるように

なるなど，従来からの食糧配給制度による都市への流人

防止措屑（都市に常住戸籍を打していない者は食糧配給

を受けられない措置）は実施てきなくなった。また，近

年商品住宅の販売も増加している。このように，食柑流

通政策．住宅政策等(1)「I由化と市場化の影響により，）＇

籍制度を側面から支えていた諸制度は徐々に形骸化しつ

つある。

(it4) 近if.(1)戸籍制度の変遷については，行林敬f

「人「1問題」（中国総覧編集委員会編『中国総覧 1990年

版』面山会 1990年）．および1iiiH:.I比呂 f「中華人民共

和国における『戸口』管理制度と人口移動」（『アシア経

済』第34巻第2号 1993年2月）参照。

(it5) 周知のように広東省深訓市近郊ては経済発展

か行しいか，深訓市内（経済特区内）に流人することか

一般にはかなり困難であるため，近郊農村に職を求めて

常住人口を大幅に l：回る出稼ぎ労慟者が流人している。

(it.6) 1988年の調介結果については，拙稿 1中国農

村における地域間労慟力移動の現状分析一--iI蘇省農村

の事例を中心に~第30巻第 8 号 1989 

年8H)参照。また，広束省における調代結果について

は佐藤宏・大島一こ・加藤弘之「華南地域における出稼

ぎ労働者の実態ー......)公束省宝安県M電 f廠の場合

［アジア研究』第40巻第1号 1993年12月に掲載f定）

参照;

（注7) 無錫県H鎖については，拙著『現代中国にお

ける農村工業化の展開一ー農村工業化と農村経済の変容

---』筑波書房 1993年第3章等参照。

（注8) 詞上冑第3章等参照。

(ii:9) 佐藤・大島・加藤 前掲論文参照。

（注10) この点については筆者は現在別稿を準備中て‘

ある。

I 調査の概要

今回の調在は， 1993年 3月23日から26日にかけ

て江蘇省無錫県H鎮Y村において実施した（汁 l)。

聞き取り調査の対象機関はH鎮人民政府， H鎮工

業総公司， Y村村民委員会，およびY村の主要村

営企業である。また比較のためH鎮内他村の郷営，

村営企業においても聞き取りを実施した。出稼ぎ

労働者にかんする資料については主に村レベル，

企業レベルで保有している従業員台帳の閲覧によ

って個人データを収集した。さらに出稼ぎ労働者

3名にたいして直接面接形式での聞き取りを実施

した。今回この従業員台賑から得られた個人デー

タは，年齢，性別，出身地（省・県・郷），学歴，

人社時期などについての項Hである。

このH鎖およびY村については，すでに拙著

(1卜2)および別稿(it:i)において述べているためここ

ては多くを紺り返さないが，そこでの要点は，（1)

H鎖の経済状態は人口 l人当り農村社会総生産額，

人口 1人当り農村工業生産額などの指標において、

中国農村のなかで農村工業化のもっとも進展して

いる地域のひとつてある無錫県において中位から

上位3分の 1程度の位置にあるなど，中国におけ

る農村工業化の先進地域に位慣している点，（2）ま

た， Y村がH鎖のなかでもっとも経済発展の水準

（農村 1：業化水準）が邸い村のグループに属してし、

る点，などであった国4)。

なお， H鎖の198(）年代から90年代初めにかけて

67 



1994010070.TIF

,．，．．,.．‘’’"9,.."’"虹．． ¢•“’’”’’'"h..,ヽ，．．，．．研究ノート・'’‘..99、..，．．．．，..,，..．,．．．．,...，，．．、，...，＇"’’’...,· •9’’.. ，，..,．,．．,，．.．,．,．，9. ．、，...,，．．．,、’’’’.．、，...9,...,,. ． 9, ．．．,．，.，’"‘’'＂＇’... 9‘’’’’‘"’, ..9,..9’" '’’•• 9’'，．，ヽ ••9,... ，9... ，．．． ,9••9’,..,9. ． ,9,..9,9•99,．．,，...， ...,9, ．，，．．． 9,...’’’’’’..., ，．． ,9......., ＇＂’’’· •9, ．．’’’..，，.、．．．．‘'9•••9’"’’ ・

表 1 H鎮における農工業生産額および企業数の推移

（単位：万元，企業数）

農工業生 ,．  郷鎮企業数I)
産額 農業 工業

耕種農業 鎮営企業 村営企業 鎮営 村営 合弁2)

企業 企業 企業

1980 4,211 1,079 448 3,132 1,557 ], 576 50 12 38 

゜1981 4,032 768 477 3,264 1,669 1,595 51 13 38 

゜1982 4,970 1,099 607 i 3,871 2,088 1,783 55 14 41 

゜1983 6,789 1,643 823 5,146 2,702 2,444 59 14 45 

゜1984 10,662 1,762 872 8,900 4,032 4,456 130 18 112 

゜1985 15, 114 1,310 779 13,804 4,443 9,046 204 20 184 

゜1986 22,521 1,929 703 20,592 8,009 15,583 241 35 206 

゜34,232 2,126 762 32,106 10,364 21,742 298 38 260 

゜49,905 2,634 923 47,271 13,397 33,874 315 46 269 

゜52,620 2,824 1,074 49，必00 16,530 33,270 339 64 275 

゜57,714 2,914 1,381 54,800 19,079 35,616 355 74 281 3 
72,448 3,448 1,851 69,000 23,338 45,602 387 97 290 15 
154,299 4,160 2,459 150,139 52, 134 98,005 409 101 308 31 

（出所） H鎮鎮政府提供の資料から作成。
（注） 数値の不一致は原資料のままである。

1) 郷鎮企業数には個人企業を含まない。
2) 合弁企業の企業数，および本表にはぷされていないが同生産額は鎮営・村営企業の内数である。

の経済発展について表 lに示す。この表および拙

著(it5)からもわかるように， H鎮はこの時期に急

速な経済発展をとげてきたが， 1990年代に人り，

とくに92年からは80年代木からの経済引き締めに

よる停滞現象がようやく克服され，ふたたび80年

代中盤にみられたi悶い経済発展をとげつつあるこ

とが理解できる。

また，元来こi])H鎖およびY村には1980年代終

盤までほとんど外資系企業は存在しなかったが，

90年にはしめて鎮営企業との合弁形態で3社が設

立されたのを皮切りに， 92年までに31社が設1/.さ

れぼ6)，表 lに示したH鎮全企業数の7.6むを占

めるに至っている。こうした外育系企業は 1企業

当りの規模が比較的大きいたけに，労慟力の調達

についても求人数が一時に 200名を上回る事例も
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少なくなく，すでに鎮内だけでこれをまかなうの

は難しい状況も発生している。今回の調査時には，

このため地域外からの出稼ぎ労働者を計画的に屈

用する方法も検討されはじめていた（注7)0 

（注 l) 今回の調査にはトヨタ財団から1992年研究助

成金（助成番け92-1-030)の援助を得た。

（注2) 前掲拙著参照。

（注3) 佐藤宏・大島ーニ「経済調整下の郷鎮企業の

動向と役割.無錫県H鎮村営企業の事例調査＿J

（『アジア経済』第33巻第2号 1992年2月）参照。

（注4) 後掲表4には， H鎮が属する無錫県および出

稼ぎ労働者の出身県にかんする経済指標が示されている

が，この表からも著しく高い無錫県の人口 1人当り農村

社会総生産額水準等が理解できよう。

（注 5) 前掲拙著参照，、

（注 6) その多くは香港，台湾企業との合弁企業で日

本企業との合弁企業は設立されていない。また， H鎖工



Ⅱ　鎮経済の変動と出稼ぎ労働者
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業総公司での聞き取りによれば，鎖工業総公司はこの合

弁企業の積極的な設立により H鎮の工業化が新たな展開

をみせることを期待していた。同聞き取りによれば合弁

企業の生産額は1992年の水準でもいまだ全鎮工業生産額

のわずか3.6ぷ程度にすぎないが，これは多くの合弁企

業の生産かいまだ本格化していないためであるという。

合弁企業は，このほか1993年3月現在さらに十数社が設

立予定であるというが．一般に合弁企業の生産規模は相

対的に大きいことから．今後大きく生産額を伸ばすもの

と考えられる。その意味では，従来からいわゆる「蘇南

モデル」のひとつの典型事例として．基本的に鎮内の資

本，労働力を活用して発展をとげてきたH鎮の工業発展

も，資本，技術などの面において鎮外部．とくに外資系

企業との関係を強化するなど変貌しつつあるといえる。

（注7) 後にも述べることになるが． H鎮では現在ま

で出稼ぎ労慟者の絶対数がそれほど多くなかったことに

起因して．出稼ぎ労働者の雇用は基本的に鎮内でのポス

ターなどによる求人活動，および直接企業を訪問して求

職する者にたいする採用試験による雇用などを実施する

のみで．地域外にたいする計画的な求人活動は実施して

いなかった。この点すでに大姐の出稼ぎ労働者を雇用し，

積極的に地域外の労働服務公司などにたいして求人活動

を行なっている広東省深訓市近郊の事例とは異なっている。

II 鎮経済の変動と出稼ぎ労働者

別稿Ul-:1)では， Y村の事例を中心に， 1980年代

終盤の経済引き締めにもとづく村営企業の経営悪

化という事態にたいする，村営企業およびこれを

主管する村民委員会の対応として以下の諸点を指

摘した。つまり，（1）賃金＝個人分配の圧縮，（2）生

産品Hの多角化，（3）村民委員会主導の不採算企業

の合併，操業停止措置の実施，などという諸施策と

ならんで，（4）雇用調整としての出稼ぎ労働者の削

減が棺要な役割をはたしていたこと，などである。

今同の調査では，この(4)の出稼ぎ労働者にたい

する雇用調整が景気変動への対応策としてかなり

表 2 y村における農工業生産額の推移と出稼ぎ労働者数の変化

1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 

人口（人） 2,098 2,064 2,102 2,183 2,190 2,245 2,278 

労働力（人） 1,166 1,202 1,252 I, 288 1,310 1,357 1,382 

農業労働力（人） 160 181 180 164 140 

l：業労働力（人） 673 954 1,092 998 1,015 1,077 1,167 

本村人（人） 641 803 911 925 960 1,021 1,092 

出稼ぎ労働者（人） 32 151 181 73 55 56 75 150 

農業総生産額（万元） 104 106 119 151 144 148 224 

工業総生産額（万元） 1,488 3,187 4,875 5,004 5,302 6,386 13,625 

工業純利潤（万元） 160 340 452 508 547 736 1,258 

工業労働力に占める出 4.8 15.8 16.6 7.3 5.4 5.2 6.4 

稼ぎ労働者比率（％）

工業労働力 1人当りエ 22,110 33,407 44, 64:3 50,140 52,236 59,294 116,752 

業総生産額（元）

工業利潤率（％） 10.8 10.7 9.:3 10.2 10.3 11.5 9.2 

（出所） Y村村民委員会における聞き取り結果から作成。

（注） （1)1993年の出稼ぎ労働者数は 3月の調査時のもの。 (2)数値の不一致は原資料のままである。

(3)空欄は不明。
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Ⅲ　Ｙ村出稼ぎ労働者の特徴
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はっきりとした形で行なわれていることが明らか

となった。この点については表2を参照されたい。

つまりこの村においては， 1988年までの景気拡大

期にはかなり梢極的に出稼ぎ労働者にたいする雇

用拡大を実施し， 88年に経済引き締めが実施に移

される前後には最多(1)181人（全村上業労働｝JO)

16.6ぷ）の出稼ぎ労働者を雇用するに午＾っている。

しかし，その後引き締め政策の影牌により」〗：業生

産額0)伸びが鈍化すると出稼き労働者の雇用は怠

速に縮小し， 199(）年には最多時の30.4いにすぎな

い55人にまで急減している。しかもここで注Hさ

れるのは同期に本村人 (Y村内に常住｝i籍を有する

者）の屈用はまったく減少せす，年々上定人数の

増加をとけて＼ヽる点であるいi2）。また， 1992年以

降の再度の屎気浮揚U)もとて上業牛産額か大きく

増加しはじめると，これに呼応して出稼き労働者

の屈用も急増している。 1993年は調酌1寺(3月）

の数値てすでに 150人に達しており，今後も大輻

に増加させるf定であるという (;1310 

このように， Y村においては出稼ぎ労働者か雇

用調整のうえで重要な役割を担っていることが即

解できる。従来から蘇南モデルの特徴としてしは

しは指摘される、点であるが， Y村においても典型

的に本村人(})利用が優先され，出稼ぎ労働行の腔

用は以気変動への対応策として．かなり恣慈的に

増減されてしヽ る，` ， Y村における間き取りによれは，

一般に郷鎖企業の従業員は名日 1lゞ村人，出稼ぎ

労慟者にかかわらす，ずべて「合1iil「.」（契約 T.)

とされているか，出稼き労働者の場合は基本的に

l年ごとの招約更新が前提となり (iil），これにた

いして本村人は，し sったん就職した場合にはそ(})

企業が特別な1i態(-｝『しい経常不振や倒咋等）にキミ

らない限り契約は毎年自動的に更新されることと

なるというし

70 

第w節で検討するように，農村においても戸籍

制度はなお厳然と存在しているといえる。また，

村民委員会および村の経済組織は戸籍制度を利用

した出稼ぎ労働者の雇用調整によって景気変動に

対応していると考えることもできよう。

（注 l) 佐藤・大島 前掲論文参照。

（注 2) 現地での聞き取りによれば，中学校（「初級中

学」），高校（「高級中学」）等の新規卒業者にたいして僭

先的に就職が斡旋されたためとの説明を受けた。

（注3) y村村民委員会における聞き取り結果による。

(ii:4) 後述する「暫住乱L の打効期間が最長 1年間

であることによって， 1年ことに雇用契約の更新が確誌

されるシステムとなっている r

III y村出稼ぎ労働者の特徴

1988年と93年の比較

1. y村出稼ぎ労働者の概要

ます，今阿調査対象としたY村出稼ぎ労働者72

名hi.I)にかんする基礎データをホせは表 3のよう

になる。またこの表には1988年の調在の際に得ら

れた93名Iti2)についても付出した 9) この表3によ

表3 Y村出稼ぎ労働者の性けlj, 年齢構成

(1988. 93年）

（単位：人，かっこ内％）

1988 1993 

合汁 g:~ 000.0) 合計 72 (100.0) 

性- 男性 79 (84.9) 男性 35 (48.6) 

別 女性 14 (15.l) 女性 37 (51.4) 

18歳以下 10 (10.8) 18歳以下 2 (2.8) 

年 19~22歳 39 (41.9) 19~22歳 14 (19.4) 

齢 23~26歳 22 (23.7) 2:3~26歳 18 (25.0) 

構|27~30歳 7 (7. 5) 27~3(）歳 15 (20.8) 

成 J31歳以上 15 (16.1) 31歳以 1: 19 (26.4) 
不明 0(0.0) 不明 -1(5.6) 

（出1りi) Y村村営企業従業員台帳から作成。
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表 4 Y村出稼ぎ労働者の出身地 (1988,93年）

1988年県名
出稼ぎ
労働者
数（人）

構成比
(%) 

四川省出身県
合計•平均 I 48 I 51.6 
---..—• → -------

蓬安県 32 

南充県 14 

南部県 2 
~、~.·~

江蘇省出
合計・

宝応県

江蘇省出身県
合計•平均
.．．．．...．．.．．-----

宝応県

如呆県

射陽県

濱海県

泰興県

南通県

東台県

海安県

24 

9
-
a
3
2
2
l
l
l
 

25.8 

濱海県

束台県

渫水県

輿化県

阜寧県
・ヤー

河南省出身県
合計•平均

------•-------· 

項城県

16 17.2 

安徽省出身県
合計•平均
------

樅陽県

巣湖県

河南省出
合計・

----- --—•-------.. ---------------

16 l l 項城県
固始県

べて

安徽省出
合計・5

 

5.4 

-
4
1
 金塞県

舒城県

六安県

貨州省出

＇ 合計・
-----•-------------1 —---------―i―--------―← ↑------------

貴定県

｀ ` 

農業依存度（％） 人口 1人当 人口 1人当り
構成比 り耕地面積 農村社会総生

（％） 労働力生産額 （ムー） 産額 （元）

I 20.s 87.7 77.4 0.88 723.2 

------------------------------------------------------

90.8 73.9 0.90 778.2 

87.8 77.2 〇.92 757.:{ 

86.3 79.8 0.81 656.4 

21 29.2 62.3 43.1 1.19 2,367.8 

------------------------ ““』“▲▲ ▲▲““・---- -- ----------------

73.7 53.3 1.13 1,740.7 

62.9 39.6 0.93 2,045.9 

76.2 61. 0 1. 71 2,289.1 

1 82.1 63.1 1.20 1,221.0 

52.5 33.4 0.90 3,069.9 

54.8 30.9 0.93 2,714.2 

3 65.6 43.4 1.56 3,326.5 
！ 

60.9 38.8 1.08 2,814.7 

67.6 47.3 1.31 2,273.7 

70.1 47.7 1.38 2,481.4 

44.8 51.8 1.24 1, 500.:~ 
I ~ 

81.0 60.8 1.10 913.0 

-----------/--- -- ------------------------------

81. 7 45. 7 1. 08 1, 053. 3 

80.5 75.1 1.12 811.8 

83.4 63.9 0.90 1,011.4 

““-- - - - - -- “--- - - - - ＿ ＿ ------- -------＿ _ -

82. 6 67. 6 0. 7 4 843. 8 

78.9 51.1 1.19 1,517.4 

83.0 61.1 0.61 775.1 

82.5 66.1 0.80 し 1,144.2

87.1 71.0 1.04 894.6 

90. 9 7 4. 9 0. 95 824. 3 

90. 9 7 4. 9 0. 95 824. 3 

72. 2 49. 0 1. 07 1, 682. 8 

79.4 467ニ.1 i 1. 61 1, 859. 4 
23.6 0.89 13,431.7 

＇“ぃ 9,“ ロ ・ヤ｀

全出身県
合計•平均

全国平均

無錫県平均（□［［t8:`1稼｀｛動者~y村村営企業従業員台帳。
農業依存度，人口 l人当り耕地面積，同農村社会総生産額：国家統計局農村社会経済調査総隊編『中国分

県農村経済統計概要 1990』北京 中国統計出版社 1992年から作成。

（注） （1)1988年はY村村営企業全10企業中 7企業， 93年は全14企業 (1合弁企業を含む）中8企業の出稼ぎ

労働者数。 (2)農業依{i度，人「l1人当り耕地面積．詞農村社会総生産額は1990年の数値。

93 100.0 

71 



1994010074.TIF

“................’’’”'9 『 9 『.．．.........,..,研究ノート・•9,．．，,．．．，.，． 9,.99,. ．．．，． J,．．．．，.．、．．． 9, ．．、...，....,．．．,,...,,．．,....，，...,．..,..．....、...，..“,．．． 9,..’’' ＂’’'＂＇，．．．，,..,..． 9,.. ．、...，,...，．．． ,9•••9’"’’. ．、 ,...9,, ．．,..． ,999.,... ，9.. ．,．．．，，．．‘’'＂＇’"’’‘...,．..，．．．．,．．．,．ヽ •9, ．．．，...,’"‘’，．．り．．’’'"’’’’‘',．．．，．．．,．．． 9,．．．，．．． 9, ．．．,．．． 9,

れば，性別では1988年のそれが著しく男性に偏

っていたのにたいし， 93年には女性労働者の増

加が目立つ。これはY村にも台湾との合弁企業

（い）が1992年に開業し，この企業に女性出稼ぎ労

働者を多数雇用したためである。また年齢構成で

は1993年の方が若T¥均年齢がt昇しているも

のの，それでもなお30歳以下の者の比率が68.1吝

(88年は83.9ら）と若年層が主体であることかわか

る。

拙稿げ叫こよれば， 1988年当時は労働強度の強

い職種（鋳物工場の作業員等）に朽年男性出稼ぎ

労働者を多く雇用していたが， 93年には広東省な

どに多くみられる外資系主導の労働集約型企業に

若年女性出稼ぎ労働者を歴用する形態も現われは

じめていることが理解できる。

2. y村出稼ぎ労働者の出身地

さて，筆者は「はじめに」で，中国における沿

海部と内陸部の経済格差の拡大と，それにもとづ

＜労働力流動について示唆したが，はたしてそう

した図式が今回の調査においても明らかになった

のか，以下ではY村の事例をもとに出稼ぎ労働者

の出身地について検討する。

表 4はこの点にかんして1988,93両年について

出身地（県レベル）を示したものである旧5)。

この表4からは以下のような特徴が指摘できる。

つまり，出稼ぎ労働者の出身県は中心地域が1988

年の四川省から93年の河南省に移動をみせるなど

の変化はあったものの，それぞれの年にリストア

ップされた出身県の範囲は大きな変化をみせてい

ない。 Y村村民委員会における聞き取りによれば，

表5 y村出稼ぎ労働者の出身県の経済的位置（総括表）

:ll[9土:県::lご;0:,；額1三：：）り旦；;;riり

72 

江蘇全省平均 | 61.5 1 28.0 l.30 3,932.4 

江蘇省出身県平均 62. 3 I 43.1 I 1.19 I 2, 367. s 

河河南南省全出--身省---県--平平---均均-------・l・・・・・・・88・・21....0 4 . . 60.8 
48.8 

安徽省出身県平均

I 
83.4 63.9 

安徽令省平均 83.6 58. l 

1.10 

1.40 
...... 

0.90 

1.36 

913.0 

I, 380.1 
- -＂“- `し-し

1,0ll.4 

I, :324.5 

貴州省出身県平均

貴州全省平均

90.9 74.9 

91. 7 I 75.0 

全出身県平均

全国平均， 79.4 I 46.1 
72. 2 i 49. 0 l. 07 1 1, 682. 8 

1. 61 I 1, 859.4 

（出所） 国家統計局農村社会経済調査総隊編 r中国分県農村経済統計概要 1990』
北京 中国統計出版社 1992年から作成。

0.95 

0.98 

824.:~ 
683.1 

（注） （l）本表は表4に示した出身県の経済指標についての総括表である。 (2)数伯

は199(）年のもの，9
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この理由として，すでにH鎮への出稼ぎを経験し

た労働者の紹介など，同郷出身者の人的なつなが

りによってこの鎖に流入する方式が多いことによ

ると説明を受けた国6)0

さて，つぎの表 5は表4に示した出身県の経済

指標を総括し，その出身県が属する省の全省平均

値および全国平均値と比較したものである。これ

によれば (1事例のみてあった貴州省の事例は除外）．

出稼ぎ労働者の出身県は，（l）出身県が属する省の

全省平均および全国平均と比べて，農業依存度

（とくに牛産額指標による）が高いのにたいして，

人口 1人当り耕地面積は零細であり，（2）所得水準

をホす指標として示した人LI1人当り農村社会総

生産額旧7)が，江蘇省のいくつかの県を除いて全

国平均値より低く，また出身県が属する省の全省

平均との比較では相対的に低い， という共通した

特徴を有していることがわかる。また，表6は今

回の調杏で参考のために人手した， H鎮内のY村

以外の 2企業（鎖営企業 l，近隣のH村の村営企業

l) 0)出稼ぎ労働者（総数125名） 0）出身県につ

いての同様の処理結果を示したものであるが，こ

れによれば，表4, 5とほぼ同じような特徴が示

表6 H鎮出稼き労働者 125名の出身県の経済的位岡（総括表）

＂‘"‘" ＂ ＂ ＂ ＂し"““し ““‘“‘彎-

展業依存度（％） 人l」1人当り 人口 1人当り---[_ 1耕地面積 農村社会総牛
労働力 生産＿額|t （ムー）産額 （元）

四川省出身県平均 86.3 70.9 0.95 839.4 

四川全省平均 86.6 59.6 1.02 1,159.5 
---------------------

江蘇省出身県平均 67.4 50.1 1.35 2, 103.l 

il：蘇全省平均 61.5 28.0 l. 3 0 3, 932. 4 
------------

河南省出身県平均 81.0 60.8 1.10 913.0 

河南全省平均 82.4 18.8 1.40 1,380.1 
------------------------

安徽省出身県平均 82.1 62.2 1.18 I, 128.6 

安徽全省平均 83.6 58. l l. 3 6 1,324.5 
---------------

貸州省出身県平均 85.8 61. 7 I. 15 740.8 

貨州全省平均 91. 7 75.0 0.98 683.1 
------------------

湖南省出身県平均 91.4 66.0 0.61 866.0 

湖南全省平均 86.9 6 1. 3 0.96 1,250. l 

湖北省出身県平均 92.2 81.6 1.34 600. l 

湖北令省平均 81.2 57.4 1.25 1,679.4 

仝出身県平均 79.3 58.1 1.15 1,288.0 

ノ1.:. 国 平 均 79.4 46.1 1.61 1,859.4 

（出所） 表5と同じ (9
（注） （1）本表はH鎖内のY村以外の 2企業（鎮営企業 1.村営企業 l)における
出稼ぎ労働者 125名の出身県の経済指標についての総括表てある。 (2)数値は

1990年のも0)，9
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されていることが理解できる。

このように今回の調在の範囲からは，出稼ぎ労

働者の大部分は，農業依存度が比較的絲いのにた

いして人口 1人当り耕地面積は零細であり．相対

的な低所得地域からの出身者であることが理解で

きい），このことから，本稿の冒頭で述べた，沿

海ー内陸の経済格差と労働力流動の拡大という図

式が， H鎮においてもほぼ廿てはまることがわか

る。

また，出稼ぎ労働者本人からの聞き取りの結果

では，聞き取りを行なった 3名とも地元には有力

な郷鎖企業がほとんど存在せず，中学校卒業後就

職先を探していたところ，すでにH鎖て慟いた経

験のある先輩に紹介されH鎮を訪れた経緯か説明

された。

3. y村出稼ぎ労働者の学歴

今回の調在で閲覧した従業員名簿に出人されて

いる他0)個人記録としては，学歴があけられる。

そこでこの点について1988年およひ9:3年について

比較したものが表7である。これによれは，この 5

年間で学歴構成に大きな変化はおこっておらず，

中学校卒業程度が主流となってる。また表7は『中

’’’’’99 ・’’’’’,．．.’’’’’’’’’’’’’’’’● 9, 9, • 9’, .. 9,.• 9’’‘., 9,.＇‘',., 9, ．、 9‘’'9, ．,＇’‘’’’’’’’’’’’’’’●’’,.． 9,,.'’’‘’’’, ． ,'’‘’’’’’’’‘’’’’’’’’’’’’’’’’’‘.’’’’•9’’’’’’99 9 9‘’’'9,.＇‘',．,9.．’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’‘’ 

国郷鎮企業統計摘要 1992』（注 9）に示された，全国

の郷鎮企業労働者の学歴についても示しているが，

これによればY村出稼ぎ労慟者の学歴は，全国の

郷鎮企業労働者のそれと比較して中学校卒，小学

校卒の比率がかなり高く，逆に高学歴者の比率が

低くなっている。この点は出身地か相対的な貧困

地域であることと関係があるとも考えられよう。

また，すでに百及したように，聞き取りによると

Y村の出稼ぎ労働者は多くの場合労慟強度の強い

職種げ10)や現業職に就業している場合が多いとの

ことであったが，この点は出稼ぎ労慟者の学歴が

柑対的に低いことが影響しているかも知れない。

(it l) 表‘とに示したように， 199:1年3月現在，調脊

対象8企業（本節注5参照）の台帳に登録されている出

稼ぎ労働者は100名であるが．不完全なデータ，明らかな

誤り等を削除したため72名となった。

(it 2) 拙稿「中国農村における地域間・・・・・・J しこよれ

は．対象者は 107名であるか，これもイ＜完全なデータ，

明らかな誤り等を削除したため93名となった。

(it3) この企業は，佐藤・大島 前掲論文で言及し

ているY村の基幹企業である「染化廠」と台湾企業の合

弁て没立されたも (1)てある。 i：要な業務内容は染料容器

の製造，包装などてある。

(it 4) 拙稿「中[1,]農村における地域間・・・・・・」参照。

表 7 y村出稼ぎ労働行の学歴 (1988,93年）

74 

学歴

小学校卒程度以下

中学校卒程度

高校卒程度

大学卒程度

Y村（人，かっこ内( 全

1988 

35.8 

46.8 

17.2 

0.2 

国（％）

1991 

33.2 

48.1 

18.3 

0.4 

0)172(！り0.0)□1…二四゚
（出所） Y村提供資料，およひ農業部郷鎖企業ii]編『中国郷鎮企業統計摘要 1992』

北京 1992年から作成。

（注） （1）学歴が「～卒程度」となっているのは中途退学を含むためである。 (2)中

学校：「初級中学」，高校：「高級中学」。



Ⅳ　出稼ぎ労働者の戸籍管理状況

1994010077.TIF

’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’‘’’’’’’’’’’’’"’’’’’’’’’’’’’’'9,．’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’‘'9,．．’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’9 9‘’’’’9,..＇’’’’’'9 9 9’’’’’’’’’‘’’’’’• ·’’’’’’’'“'‘•9’’’’’’’’’’’’• 9 • 99 9,’’’’’’’’’’’‘’’’’’’9 ・‘’’’’’’‘’‘’’’’’’’’’’’’’’’’’’’’,.,9, ・’’’’’’’’’’’’’’’’’’‘’’’’’’’’‘'9 9・＇’,研究ノート， 9＇’’’’99'’‘’'9,．'‘’’’’’’・・‘’’’’’’’’’’’’’’’’’’,．．，9,

（注5) この表4の原資料であるいくつかの村営企業

(})従業員名簿0)閲覧の際には， 1988斗． 93年とも調壺時

(})さまさまな制約により， 88年はY村村営企業全10企業

中7企業， 93年は全14企業（前述の合弁企業も含む）中

8企業にたいしてのみ調在を実施できたことを付記して

おく。また． Y村ての聞き取りによれは， 1990年に55人

と人きく出稼き労働者か減少した際に（表2参照）多く

0)者かいったんY村を離れており． 93年0)就業者と連続

していない場合か多いことか品明された。

（注 6) 拙稿「中国農付における地域間・・・・・・」て述べ

たように．現地ての聞き取りては．従来からこ(})Y村て・

は公的な機関（労働服務公n]等）0）斡旋による出稼き労慟

者の雇用方式は採用していないとのことてあった。

（注 7) ここて所得水準をホす指標として「人口 1人

Iヽiり農村社会総．生序額」をぷしたtな理由は，県レヘル

の経済指標について、全国を網羅しており．かつ比較lII

能な形てぷすのに適した資料として「人II I人廿り農村

社会総生産額」しか人fてきないためてある。しかし，

部分的てあれは．省レヘルの統，，1年鑑なとを使用し．家

UI調和こよる農民 1人当り純収人なとの数値を利用する

こともてきる。今後は新しい貨料の公表を付って．こう

した新しし占法も採用してみたい。

（江8) 竹藤・大島・加藤 前掲論文によれは． M電

f廠における従業Uアンケートの結果からもほほ詞様の

結果か得られている。

（註 9) 農業部郷鎖企業nj編＇中国郷鎖企業統，， t摘要

1992』北i;.: 1992年。

（注10) 拙稿「中国股村におしナる地域間・．．．．．」参照。

N 出稼ぎ労働者のい籍管理状況

1988年との比較で，出稼ぎ労慟者にたいする管

理についてはとくに大きな変化は発生していない，）

出稼き労働者は， 1988年と同様にH鎮内の企業に

就党した際に発行される'『ili淵E1（サンプルは図 l

参照）と呼はれる， II鎖か発行したいil)一種の身

分証明証の常時携帯が義務つけられており，適宜

鎮内て点検が行なわれているというりi'.2）。この暫

住証には図 l:こホしたように，本人を識別するた

めの？j真をはじめとして，氏名，性別，年齢，常

無錫県H鎮外米人Li
表

暫住証

無錫県公安栂H派出所薇発

No．主＊ ＊ （杢-4--生}j生ll!ii」{j効）

止
づー、
1-＇，悶：杢＊ 句齢．杢主ー一

常住戸rl
真 詳細地h| ＊ ＊ ＊省＊ ＊ ＊県(lh)．・ • ・ • •• 

* ＊ ＊ ＊郷（鎖）＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

米ll鎖事由主＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ ＊ 

押rii・,；止fl・ 随身携沿 以備介験

* -*-年生/l* H登叫 h効期＊個）l 

（出所） Y村において人fした暫住，・』0)サンプル
から作成。

（注） 主ー＊ ＊などはこの位置に係員が記人するフ

ォームとなっていることをぷす。それ以外の部

分は印刷済みとなっている。

住）：i籍(})所在地などの個人データの他に， H鎮に

来た理由（ここには理由の他に所属介業も、心人する），

fi効期間（表面および裏面(j)卜段，最Kは 1年間て‘

あるとの説明をH鎮人民政府における聞き取りの際

に受けた）なども記載されている。さらに出稼ぎ

労働者はこのほかに中央政府が発行している統一

身分証明証も携帯しなけれはならない。それゆえ

この附仕址は就業先の企業名，およひ滞在期限を

明ぷすることが重要な目的となってしヽるといえる。

こU)ようにして出稼ぎ労働行は明確にII鎮内に常

住戸籍を持つ者と区別されることとなる。

さらに，出稼ぎ労慟者は所属する各企業の宿舎

に居住し，食事もその企業の食堂でとっている場
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合が多いなど，出稼ぎ労働者の生活は基本的に就

業先企業と強い関係を持っている。もちろん現在

では鎮内の農民から有料 (1部屋 1カ月20~40元程

度）で間借りする場合もないではないが， 一般に

は費用の安価な各企業の宿舎を選択している。こ

のように出稼ぎ労働者は地域社会とは就業先企業

との場合ほど強い関係を持たず，この結果すでに

述べてきたような「不況の発生→解雇または雇用

契約の更新なし」という事態にたいしては帰郷を

選択することが多いという。

こうしたなかて，今回のY村村民委員会を対象

とした聞き取りによれば， Y村内には今後予想さ

れる出稼ぎ労働者の増加と滞在期間の長期化に対

応して，彼らを従来よりも相対的に長期間受け人

れようとする動向もみられる。具体的には，（l）各

企業の宿舎の拡充，夫婦用および家族用宿舎の建

設，（2）出稼き労働者にとって常住戸籍者より割高

な費用負担となるものの，出稼ぎ労働者の子弟の

教育か鎮内の小中学校で受けられるような措置の

実施，などてある。

しかし，こうしたJj策は必ずしも出稼ぎ労働者

のH鎖への定住（常住戸籍の取得）を前提にした

ものではないことはいうまでもない。現地調査の

結果などから，筆者はこの地域において以下のよ

うな理由で，暫住戸籍者とH鎮内の常住戸籍を有

する者との明確な区別は継続されるものと考える。

つまり，常住戸籍者はその戸籍を有するがゆえに，

雇用の安定げ3)，村からの住宅用地の配分⑪4),

教育を含む社会福祉事業の受益権利（注5)，工業化

によって得られる利益の優先配分ぼ6)などが無条

件に保障されるシステムが確吃しているため．村

にとっては出稼ぎ労働者の常住戸籍取得による常

住戸籍者の増大は多額の財政負担増に帰着するも

のと考えられるからである。また，常住戸籍者自

” 

身も工業化によって得られた利益をより少ない人

数で享受することを希望すると考えられるため，

これらのことから，今後もかなり長期にわたって

常住戸籍を有さない出稼ぎ労働者と， H鎮内の常

住戸籍を有する者との明確な区別は継続するもの

と考えられる。

（注 l) 図lに示した暫住証は無錫県統一の規格であ

る。

（注 2) 実際に辞職，解雇などの要因により暫住証を

携帯していなかった場合，鎮から退去させられるのかと

いう問いにたいしては， H鎮人民政府における聞き取り

の際には明確な回答は得られず，厳格な運用は実施して

いないという説明を受けた。

（注3) 前述したように，この点は，常住戸籍者の雇

用がまず優先され，景気変動に対応して村全体の雇用を

調幣する際，主として暫住戸藉者を対象に行なわれてい

る事実に端的に表われている。つまり，村は暫住戸籍者

の屈用を安定させるためには，不況期における雇用の維

持などの財政負担を増加させなければならないと考えら

れる。

（注 4) 周知のように，村内の土地は村を単位とする

集団所有となっているため，村は常住戸籍を有する者に

は，原則として住宅を保証する義務を負っているが，こ

れにたいして暫住戸籍を有する者はその対象とはならない。

（注 5) これも本節注 4と同様に，教育医療等の公共

福祉は受益者の増大によって財政負担の増大を招来する。

前述した暫住戸籍者から割高な教育費負担を徴収すると

いう措憫はこの点にもとづくものである。

（注6) この点は，すでに広東省深訓市における調査

結果で一定程度明らかになっている。つまり，常住戸籍

を有する地元農民と，地域外から流入した暫住戸籍者の

間に所得の分配上でも明確な権利の相違が発生している

のである。たとえば，地元農民は村が工業化によって手

にした収益（その大部分は外資系企業に賃貸した土地等

の団1行料収入）の分配を受ける権利を無条件に与えられ

るが曹卯r1i•戸籍者には一般の給 if以外いっさい与えられ

ないなどというものである。こうした利益分配制度のも

とては常住戸籍者が増加するという＇＃態は，以前から常

住戸籍を有している地元農民にとってマイナスにはたら

くだろう。この分配のシステム等について，詳しくは前

掲拙著第7章参照。
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まとめにかえて

本稿では江蘇省無錫県H鎮の調査事例をもとに，

出稼ぎ労働者の就業実態にかんして，鎮．村当局

の労務管理政策．労働者の就労状況を中心に検討

した。本稿で明らかになった点と今後の課題につ

いて以下にホす。

(1) 鎮．村当局は景気変動への対応としての雇

用調整を出稼ぎ労働者を主要な対象にして実施し

ている。こうした施策は前述したように主に村の

財政負担の増加を回避する目的で実施されている

ものと考えられる。また． こうした措置は常住戸

籍者と暫住戸籍者を区別することによって可能と

なることから．今後も戸籍制度にもとづく両者の

区別は継続されることになろう。したがって，し

だいに形骸化しつつあるといわれる，中国特有の

社会制度ともいえる戸籍制度も，今後も H鎮のよ

うな条件を有している地域においてはなお堅持さ

れる可能性を持っているといえる。

(2) 今回の調査からは，すてにH鎮に流入した

出稼ぎ労働者の出身県は，出身県が属する省の全

省平均および全国平均との比較で．総じて農業依

存度（とくに生産額指標による）が絲いのにたいし

て，人口 1人当り耕地面積は零細であり，また相

対的な低所得地域であるという共通した特徴を有

していることが理解できた(itI) 0 

このように今回の調査からは，中国における相

対的な経済発展地域である沿海地域農村が，戸籍

制度にもとづく出稼ぎ労働者の雇用調整によって，

したたかにいっそうの発展をとげていく過程と．

そこに吸51される相対的な貧困地域出身の出稼ぎ

労慟者の実態が明らかになってきたといえる。

しかし，こうした実態がはたして広範な沿海地

域全体に普遍的にみられるものなのか，いまのと

ころ断定することはできない。したがって，今後

異なる地域でも同種の調査を実施し，その実態を

より鮮明にしたいと考えるは2)0 

（注 l) 今回の調査結果からは，出身県の多くが比較

的低所得である省のなかでもとくに所得水準が低い県で

あるという傾向も見て取ることができる。しかし，この

点については，他の調究の結果も総合して再検討した後

に言及することにする。

（注 2) すでに佐藤・大島・加藤 前掲論文に示した

ように，広東省深訓市近郊において出稼ぎ労慟者 (100

名前後）にたいする実態調査を実施したが， 1993年8月

にはさらに調究規模を拡大し， 50()名前後にたいする調

介を実施し，現在資料を整理中である。

（東京農業大学専任講師）
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